
（参考）軽度者の福祉用具貸与に係るＱ＆Ａ

平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.2）（平成 18年 3月 27 日） 

（答）福祉用具貸与費の算定における状態像については、介護給付費分科会において、要介護認定の認

定調査における基本調査の結果を活用して客観的に判定することが求められており、認められない。

 なお、車いす、移動用リフトの一部（段差解消機）では、該当する基本調査結果がないため、サービ

ス担当者会議等の結果で判断する場合がある。

（答）一般的には、直近の認定調査結果が実態と乖離していることはあり得ないが、仮に、直近の認定

調査時点から著しく状態が悪化しており、長期的に固定化することが見込まれる場合は、要介護度自体

にも影響があることが想定されることから、要介護度の区分変更申請が必要と思われる。

福祉用具貸与に関するＱ＆Ａ（平成 19年 3月 30 日） 

（答）長距離歩行ができない方や、屋外における歩行ができない方については、「歩行」が「できる」

に該当する場合であっても、例外要件に該当しないと必ずしも判断されるわけではない。

 すなわち、車いすの例外要件については、以前より、認定調査項目の「歩行」によるほか、「日常生

活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」としてケアマネジメントによる総合的な判断が

認められており、地域の実情に応じて判断することとなる。

 したがって、「長距離歩行は移動ではない」、「屋外は日常生活範囲に含まれない」等の一律的な判断

は妥当ではない。

（答）認定調査項目で判断する場合、「立ち上がり」ではなく「移乗」で判断することとなる。

 その理由は、「床からの昇降」を補助する「昇降座椅子」は「床から椅子の高さまでの動き」を評価

する必要があり、「畳からポータブルトイレへ」の「乗り移り」を評価する「移乗」の認定調査項目を

用いる必要があるためである。

 したがって、昇降座椅子について「立ち上がり」で必要性を判断することは妥当ではない。

（問 2）移動用リフトのうち「昇降座椅子」については、認定調査項目の「立ち上がり」による必

要性の判断ができないと思うが、考え方如何。

（問 1）車いすについては、認定調査項目の「歩行」が「できる」に該当する場合、長距離歩行が

できない方や、屋外における歩行ができない方であっても、例外要件に該当しないと判断するのか。

（問 45）利用者が、あきらかに直近の認定調査時点から状態が悪化しているような場合には、ケア

マネ（地域包括支援センター）及び保険者が必要と認めた場合には、支給することは可能か。

（問 44）福用具貸与費の算定については、認定調査の直近の結果を用い、その要否を判断すること

とされているが、認定調査結果にかかわらず、サービス担当者会議等の結果を踏まえ、ケアマネ（地

域包括支援センター）及び保険者が必要と認めた場合には、支給することは可能か。


